
招 請

平
成

™
œ
年

˜
—
月

™
˜
日
月
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
 
�
号
)

官
報

_ 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。

` 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」）昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771

号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
６\{の認定（６\{の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建
設工事共同企業体も４及び５により申請をする
ことができる。この場合において、特定建設工
事共同企業体としての資格が認定されるために
は、６\{の認定を受けていない構成員が６\

{の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに特定建設工事共同企業体としての
資格の審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。また、この場合において、６\{の
認定を受けていない構成員が当該工事に係る開
札の時までに６\{の認定を受けていないとき
又は６\{の一般競争参加資格がないとの認定
（６\{の局長が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けた
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。

10 その他
\ 特定建設工事共同企業体の名称は、「357号
東京港トンネル（その２）工事 ¾ ¾・îî特
定建設工事共同企業体」とする。

Ｃ 無線ＬＡＮサブシステム
ａ 無線ＬＡＮ管理システム
ｂ PoEスイッチ
ｃ 無線ＬＡＮアクセスポイント

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１]の物
品に関する一般的な参考資料及び同`の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
\ 資料等の提供期限 平成25年11月22日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

] 提供先 〒606`8501 京都市左京区吉田本
町 京都大学情報部情報推進課財務掛 小菅
裕 電話075`753`7403

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
\ 交付期間 平成25年10月21日から平成25年
11月22日まで。

] 交付場所 上記２]に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
\ 開催日時 平成25年10月28日11時00分
] 開催場所 京都大学総合研究５号館１階大
会議室

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 14

] Nature and quantity of the products to be

rent : Infrastructure computer system 1 Set

^ Type of the procurement : Rent

_ Basic requirements of the procurement :

Ａ Identity and access management sub-

system

ａ Authentication and directory da-

tabase server

ｂ Account administration server

ｃ Relational database server

ｄ Load balancing system

ｅ Server switches

ｆ Non-stop power supply unit

Ｂ Network subsystem

ａ Firewall router

ｂ Center router

ｃ Backbone switch

ｄ Switches for separate buildings

ｅ Switches for the university data cen-

ter

ｆ DHCP server

ｇ DHCP administration server

ｈ Intrusion Detection System

ｉ Log data search system

ｊ Vulnerability assessment system

ｋ E-mail firewall server

ｌ Spam mail detection server

ｍ E-mail sending server

ｎ E-mail traffic control server

ｏ DNS server

ｐ DNS administration server

ｑ NTP server

ｒ Network administration and mo-

nitoring system

ｓ NAT server

ｔ PPTP server

ｕ Non-stop power supply unit

Ｃ Wireless LAN subsystem

ａ Wireless LAN administration system

ｂ PoE switch

ｃ Wireless LAN access points

` Time limit for the submission of the re-

quested material : 5 : 00 PM 22, November,

2013

a Contact point for the notice : Yutaka

Kosuge, Accounting Section, Information

Management Department, Kyoto Universi-

ty, Yoshida-Hommachi Sakyo-ku Kyoto-shi

606`8501 Japan, TEL 075`753`7403

] 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 25年 10月 21日

国立大学法人京都大学長 松本 紘
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26

〇第５号

１ 調達内容
\ 品目分類番号 14

] 導入計画物品及び数量
基盤コンピュータシステム 一式

^ 調達方法 借入
_ 導入予定時期 平成26年度12月以降
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 利用者管理・認証サブシステム
ａ 認証およびディレクトリデータベース
サーバ
ｂ アカウント管理サーバ
ｃ リレーショナルデータベースサーバ
ｄ 負荷分散システム
ｅ サーバスイッチ
ｆ 無停電電源装置
Ｂ ネットワークサブシステム
ａ ファイアウォールルータ
ｂ センタールータ
ｃ 基幹スイッチ
ｄ 構内スイッチ
ｅ 全学データセンター用スイッチ
ｆ ＤＨＣＰサーバ
ｇ ＤＨＣＰ管理サーバ
ｈ 不正アクセス検知装置
ｉ ログ検索システム

ｊ 脆弱性診断システム
ｋ 電子メールファイアウォールサーバ
ｌ spamメール検知サーバ
ｍ 電子メール配信サーバ
ｎ 電子メール流量制御サーバ
ｏ ＤＮＳサーバ
ｐ ＤＮＳ管理サーバ
ｑ ＮＴＰサーバ
ｒ ネットワーク管理・監視システム
ｓ ＮＡＴサーバ
ｔ ＰＰＴＰサーバ
ｕ 無停電電源装置
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